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	 ごあいさつ	

	 事業方針	

■基本方針
　ますしんは協同組合金融機関として、組合員みなさまの社会的、経済的
地位の向上に役立つことを目標に、地縁・人縁の特性を生かした顧客づく
り・店舗づくり・人づくりにて地域の絆を大切にし、地域の発展に努力いたし
ます。
組訓~「奉仕」「繁栄」「啓発」
1． ますしんは、金融業務を通じて組合員をはじめ地域社会の健全な発展に
奉仕します。

2． ますしんは、地域住民の豊かな生活、中小企業者の安定的成長の中でと
もに繁栄を目指します。

3． ますしんは、健全経営を基盤に時代の変化に即応したうえで、地域社会
の皆様から信頼されるよう常に啓発に努めます。

■コーポレートスローガン「おつきあい　まごころで」	
　引き続き地域存在性を確立し、愛される信用組合を目指します。

仕事の心得
1．仕事は足と情熱で
2．サービスは知恵と真心で
3．顧客の喜びに感謝を

■事業方針
　（1）経営力・組織力の強化
　　①経営理念の徹底　　　　　　　 ②コンプライアンス態勢の強化
　　③内部監査・監事監査の機能強化　④人材の育成
　（2）経営基盤の強化
　　①得意先活動の見直し　②未来に繋がる顧客層の拡大
　　③融資取引先数の増加　④企業の持続化に向けた伴走型支援の取組
　　⑤収益力強化に向けて　
　（3）健全経営の確保
　　①内部管理態勢の強化
　　② マネー・ローンダリング及びテロ資金供与リスク管理態勢の確

立
　　③サイバー・セキュリティへの対応・強化　④経営効率の向上
　　⑤企業文化の醸成

　みなさまにおかれましては、ますますご清栄のことと心からお慶び申し上げます。ここに、令和3年度
の決算概況と島根益田信用組合の現況（2022ディスクロジャー誌）をご報告するにあたり、日頃みなさ
まから賜りましたご支援ご厚情に対して心より厚く感謝申し上げます。
　令和3年度も新型コロナウイルス感染の波が何度も襲いましたが、ワクチンなどの対策も進み、多く
の国でも経済活動回復の方向へ舵がきられてきました。しかし、コロナ禍におけるサプライチェーンの
停滞と資源などの原材料の高騰によるインフレ懸念、これに加えて2月に起こったロシアのウクライナ
侵攻は世界中の経済環境・政治情勢を一変させることとなり、当地域においても相当な影響が懸念さ
れる環境となりました。
　このような環境下、預金においては公金の増加により残高・平残ともに昨年度を上回ることができま
した。貸出金においては、昨年度のコロナ資金対応により事業性資金需要が大幅に低下したことか
ら残高・平残ともに減少しました。有価証券においても収益確保のために運用額を増加して対応しまし
たが、利回りも低く当期純利益は前年度比△5百万円の12百万円となりました。
　 新型コロナウイルスによる影響は地域経済においても非常に大きな痛手となっております。みなさ
まと手をたずさえて事業の持続化や各種の相談など関係機関とも連携を図り、全力で取り組んでいく
所存であります。
　当組合は、どんな小さなことでも耳を傾け、組合員のみなさまに寄り添い、お役に立てるように努めてま
いります。今後とも一層のご支援、ご指導を賜りますよう心からお願い申し上げます。  島根益田信用組合

理事長　竹本義正

	 当組合のあゆみ（沿革）	

■昭和26年11月 益田信用組合を設立（益田市駅前町14－23）
■昭和30年 5月 小野支店（戸田町）を開設
■昭和42年 7月 西益田支店（横田町）を開設
■昭和46年 6月 浜田支店（牛市町:現在は殿町）を開設
■昭和53年10月 高津支店（高津町）を開設
■昭和57年 7月 オフラインシステム開始
■昭和58年 8月 島根益田信用組合に名称変更
■昭和58年10月 あけぼの支店（あけぼの西町）を開設
■昭和60年 7月 自営オンラインシステム開始
■平成元年11月 SANCS（信組オールネットキャシュサービス）為替オンラ

イン開始
■平成 3年11月 SKC（信組共同センター）に加盟
■平成18年 1月 ATM新機能追加（カードによる相互振込・暗証番号変更

等）
■平成19年11月 新店舗（本店）にて営業開始
■平成29年 2月 ルータフラット化工事完了（被災時の業務継続に強いシ

ステム対策）
■平成29年 6月 竹本義正理事長就任
■平成30年11月 小野支店を廃止し、高津支店に統合致しました。
■令和 3年11月 創立70周年

	 組合員の推移	 （単位：人）

区　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
個 人 7,175 7,144
法 人 704 702
合 計 7,879 7,846

	 令和3年度　経営環境・事業概況	

1．経営環境
　地域の皆様との良好な関係強化を意識した営業体制を組み立て、
訪問活動を軸にお客様を深く理解し、お客様に役立つ事業・生活関連
の情報とアドバイスという付加価値をつけた金融サービスの展開に
より、狭域高密度で地域の中で存在感を維持し、お客様に一番近くい
つでも相談にのり対応してくれる地域で一番身近な金融機関を目指
し協同組合金融機関の原点であります「相互扶助」の実践に努めまし
た。

2．事業概況
　令和3年度も新型コロナウイルス感染の波が何度も襲いましたが、
ワクチンなどの対策も進み、多くの国でも経済活動回復の方向へ舵
がきられてきました。しかし、コロナ禍におけるサプライチェーンの
停滞と資源などの原材料の高騰によるインフレ懸念、これに加えて2
月に起こったロシアのウクライナ侵攻は世界中の経済環境・政治情
勢を一変させることとなり、当地域においても相当な影響が懸念さ
れる環境となりました。
　このような環境下、預金においては公金の増加により残高・平残と
もに昨年度を上回ることができました。貸出金においては、昨年度の
コロナ資金対応により事業性資金需要が大幅に低下したことから残
高・平残ともに減少しました。有価証券においても収益確保のために
運用額を増加して対応しましたが、利回りも低く当期純利益は前年度
比△5百万円の12百万円となりました。また、不良債権においてはコロ
ナ禍の影響もあり、開示債権・不良債権比率ともに増加となりました。
　業績
　　（1）預金（残高） 26,558百万円（前年度比　450百万円）
　　（2）貸出金（残高） 16,803百万円（前年度比△618百万円）
　　（3）経常収益 409百万円（前年度比△105百万円）
　　（4）経常利益 17百万円（前年度比　△8百万円）
　　（5）コア業務純益 23百万円（前年度比  △17百万円）
　　（6）当期純利益 12百万円（前年度比　△5百万円）
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	 事業の組織	 （令和4年6月末日現在）

理 事 長 竹本　義正

理 事
総務部長

品川　雅裕

理 事 大畑　悦治※

理 事 中島　謙二※

理 事 市 原　 浩 ※

監 事 羽柴　克郎

専務理事
監査室長

小川　伸寛

理 事 安野　伸路※

理 事 平野　博敏※

監 事 竹内　宏規

注） 当組合は、職員出身者以外の理事5名（※印）の経営参画により、ガバナンス
の向上や組合員の意見の多面的な反映に努めております。

	 役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）	（令和4年6月30日現在）

■組合員・総代からの主な意見・要望例
　本部直通の電子メールや各店の窓口にアンケート、相談窓口を設置してお
ります。当組合の基本姿勢である「フットワーク」を活かして訪問活動を行い、皆
様の意思を反映させる様に努力致しております。
　令和2、3年度は、新型コロナウイルス感染症対策の一環として、総代会にお
ける傍聴席の設置は行いませんでした。
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総　代　会

■総代会の仕組みと役割
信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経
済的地位の向上を図ることを目的とした協同組合組織金融機関です。
組合員の総意により組合経営の意思を決定する「総会」が、最高議決機関

です。しかし、当組合の場合、組合員数7,846名（令和4年3月末）と多く、中小
企業等協同組合法及び定款の定めるところにより、総会に代わる「総代会」を
設置しております。
総代会は、総会と同様に組合員一人々の意思が信用組合の経営に反映さ

れるよう、組合員の中から適正な手続きにより選挙された総代により運営され、
組合員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保しており、決算や事業活
動等の報告が行われるとともに、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、
理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議・決議が行われます。

■総代会の決議事項等の議事概要
令和4年6月21日（火）に第71期通常総代会を開催し、下記のとおり報告事
項の報告を行うとともに、議決事項については原案通り承認可決されました。
報告事項　
　第71期（令和3年4月1日～令和4年3月31日）までの事業報告の件
議案
　第1号議案　 第71期計算書類等（貸借対照表および損益計算書）承

認の件 
監査結果の報告

　第2号議案　令和3年度 剰余金処分案承認の件
　第3号議案　令和4年度 事業計画並びに収支予算案承認の件
　第4号議案　令和3年度　組合員の脱退の件
　第5号議案　その他

	 総代会について	

■総代の選出方法、任期、定数
総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われ

るよう、組合員の幅広い層の中から、定款および総代選挙規定に基づき、公正
な手続きを経て選出されます。
（1）総代の選出方法

各地区の組合員の中から、立候補及び推薦を受けた方が、総代選挙規
定に基づき選挙を行い選出されます。

（2）任期
総代の任期は、3年となっております。

（3）定数
総代の定数は100人以上120人以下で、地区（選挙区）を7つに分け、
総代の選出を行っており、令和4年6月末日現在の総代数は、116人で
す。

■選挙区と総代定数
（令和4年6月30日現在）

選挙区分 地区名 総代定数 総代数
第1区 益 田 地 区 13名以内 13名
第2区 吉 田 地 区 31名以内 29名
第3区 高 津 地 区 20名以内 20名
第4区 東 部 地 区 10名以内 10名
第5区 西 部 地 区 13名以内 13名
第6区 西 益 田 地 区 18名以内 18名
第7区 浜 田 地 区 15名以内 13名

120名以内 116名

■総代の属性別構成比� （令和4年6月30日現在）

※業種別は、法人、法人役員、個人事業主に限る。

年代別 業種別

法人
66％

個人
4％

個人事業主16％

会社役員
14％

70代
51％

80代
以上
15％

50代
7％

60代
24％

40代以下
3％
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経理・経営内容

科 目 金　　　　　額
（負債の部） 令和2年度 令和3年度

預 金 積 金 26,108,786 26,558,860
当 座 預 金 351,584 423,014
普 通 預 金 9,150,649 9,092,597
貯 蓄 預 金 15,668 16,921
通 知 預 金 1,960 12,646
定 期 預 金 15,048,404 15,525,994
定 期 積 金 1,454,529 1,405,707
そ の 他 の 預 金 85,989 81,979

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 2,300,000 2,800,000

借 入 金 ― ―
当 座 借 越 2,300,000 2,800,000
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引受入担保金 ― ―
コマーシャル・ペーパー ― ―
外 国 為 替 ― ―

外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 53,933 37,889
未 決 済 為 替 借 2,215 2,608
未 払 費 用 23,616 16,778
給 付 補 塡 備 金 611 499
未 払 法 人 税 等 558 558
前 受 収 益 11,409 8,325
払 戻 未 済 金 235 ―
職 員 預 り 金 ― ―
先物取引受入証拠金 ― ―
先物取引差金勘定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等受入担保金 ― ―
リ ー ス 債 務 11,324 5,079
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 3,962 4,040

賞 与 引 当 金 7,596 7,085
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 70,077 68,210
役員退職慰労引当金 12,619 12,699
睡眠預金払戻損失引当金 92 90
偶 発 損 失 引 当 金 7,643 14,950
特別法上の引当金 ― ―

金融商品取引責任準備金 ― ―
繰 延 税 金 負 債 ― ―
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 126 72
負 債 の 部 合 計 28,560,873 29,499,857
（純資産の部）
出 資 金 229,135 229,549

普 通 出 資 金 229,135 229,549
優 先 出 資 金 ― ―
そ の 他 の 出 資 金 ― ―

優先出資申込証拠金 ― ―
資 本 剰 余 金 ― ―

資 本 準 備 金 ― ―
その他資本剰余金 ― ―

利 益 剰 余 金 1,735,457 1,743,680
利 益 準 備 金 229,058 229,135
その他利益剰余金 1,506,399 1,514,545

特 別 積 立 金 1,475,500 1,485,500
（うち目的積立金） （122,500） （122,500）

当期未処分剰余金
（又は当期未処理損失金） 30,899 29,045

自 己 優 先 出 資 ― ―
自己優先出資申込証拠金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 1,964,592 1,973,229
その他有価証券評価差額金 △31,699 △99,758
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土地再評価差額金 ― ―
評価・換算差額等合計 △31,699 △99,758
純 資 産 の 部 合 計 1,932,892 1,873,471
負債及び純資産の部合計 30,493,766 31,373,328

	 貸借対照表	 （単位：千円）

科 目 金　　　　額
（資産の部） 令和2年度 令和3年度

現 金 251,948 250,285
預 け 金 9,312,025 9,894,475
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

有 価 証 券 3,184,571 4,000,864
国 債 100,450 193,820
地 方 債 97,570 95,420
短 期 社 債 ― ―
社 債 2,089,139 2,471,950
株 式 108,785 100,727
そ の 他 の 証 券 788,626 1,138,947

貸 出 金 17,422,801 16,803,893
割 引 手 形 396,233 226,667
手 形 貸 付 94,280 73,000
証 書 貸 付 15,820,617 15,250,499
当 座 貸 越 1,111,670 1,253,726

外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 233,510 327,823
未 決 済 為 替 貸 862 691
全 信 組 連 出 資 金 173,200 173,200
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 32,975 36,403
先物取引差入証拠金 ― ―
先物取引差金勘定 ― ―
保 管 有 価 証 券 等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等差入担保金 ― ―
リ ー ス 投 資 資 産 ― ―
そ の 他 の 資 産 26,473 117,528

有 形 固 定 資 産 141,271 127,564
建 物 27,979 24,591
土 地 92,576 92,576
リ ー ス 資 産 ― ―
建 設 仮 勘 定 ― ―
その他の有形固定資産 20,716 10,397

無 形 固 定 資 産 4,929 4,929
ソ フ ト ウ ェ ア ― ―
の れ ん ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
その他の無形固定資産 4,929 4,929

前 払 年 金 費 用 ― ―
繰 延 税 金 資 産 77,377 99,534
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 126 72
貸 倒 引 当 金 △134,797 △136,115

（うち個別貸倒引当金） （△52,222） （△46,615）

資 産 の 部 合 計 30,493,766 31,373,328
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■貸借対照表の注記事項
 1.	 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下

の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
 2.	 有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについ

ては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移
動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものについては移動平均法による原価法または償却原価法に
より行っております。なお、その他有価証券の評価差額について
は、全部純資産直入法により処理しております。

 3.	 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、
平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
平成28年4月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物について
は定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおり
であります。
　　建　物　　　　3年～ 50年
　　その他　　　　2年～ 20年

 4.	 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中
のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によって処
理しております。

 5.	 貸倒引当金は、当組合が予め定めている償却・引当基準に則り、次
のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特
別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相
当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間に
おける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当て
ております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額か
ら担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。破綻先債
権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残
額を引当てております。全ての債権は、資産の自己査定に基づき、
営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施してお
り、その査定結果により上記の引当てを行っております。

 6.	 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し
ております。

 7.	 当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当
該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しておりま
す。なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の
拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次
のとおりであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額	 238,577百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額	 229,590百万円
差引額	 8,987百万円

（2）�制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（自　令和2年4月分～
至　令和3年3月分）	 0.195％

（3）補足説明
上記（1）の差引額8,987百万円の主な要因は、年金財政計算上の
過去勤務債務残高15,766百万円及び別途積立金24,753百万円
であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間12
年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、特別掛
金4百万円を費用処理しています。

 8.	 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、平
成14年度より内規に基づく引当を行っております。

 9.	 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生
する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。

10.	 偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の
将来における支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上
しております。

11.	 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
12.	 理事及び監事との間による理事及び監事に対する金銭債権総額
			   29百万円
13.	 理事及び監事との間による理事及び監事に対する金銭債務総額
			   92百万円

14.	 有形固定資産の減価償却累計額	 345百万円
15.	 貸出金のうち、破綻先債権額は6百万円、延滞債権額は299百万円で

あります。
なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間
継続していることその他の事由により元本または利息の取立て又
は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項
3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が
生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

16.	 貸出金のうち、3 ヶ月以上延滞債権額は該当がありません。なお、
3 ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌
日から3 ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

17.	 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は126百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び3 ヶ月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。

18.	 破綻先債権額、延滞債権額、3 ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は432百万円であります。なお、15から17.に掲げ
た債権額は貸倒引当金控除前の金額であります。

19.	 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、事務機器等について
リース契約により使用しています。

20.	 担保に提供している資産は次のとおりであります。
　　　　　担保提供している資産　　　預け金　　2,900百万円
　　　　　担保資産に対応する債務　　借用金　　2,800百万円
上記のほか、公金取扱い、為替決済保証のために預け金603百万円
を担保提供しております。

21.	 出資一口当たりの純資産額	 4,080円75銭
22.	 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務、及び市場運用業務等の金融業務
を行っております。このため、金利変動による不利な影響が生
じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしておりま
す。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に
対する貸出金です。また、有価証券は、主に債券及び株式であ
り、余資運用手段として保有しております。これらは、それぞれ
発行体の信用リスク及び金利変動リスク、市場価格変動リスク
に晒されております。一方、金融負債は主としてお客様からの
預金であり、流動性リスクに晒されております。また、変動金利
の預金については金利変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につ
いて、個別案件毎の与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証
や担保の設定、問題債権への対応等与信管理に関する体制を整
備し運営しております。これらの与信管理は、各営業店の他審
査部により行われ、また、定期的に経営陣を中心とした常勤理
事会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、
与信管理の状況については、重要項目において検査室がチェッ
クしております。有価証券の発行体の信用リスクに関しては総
務部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管
理しております。
②市場リスクの管理

（ⅰ）金利リスクの管理
当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しておりま
す。主管部署であるALM委員会において現時点における資産・
負債のキャッシュ・フローを計算し、現時点と金利変動後で計
算した現在価値の差額を金利ショック下での現在価値変動額
として計算する再評価法により状況の把握・確認を行い、今後
の対応等を常勤l理事会で協議し、理事会に付議・報告しており
ます。

（次ページに続く）
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（ⅱ）価格変動リスクの管理
有価証券等の市場運用商品の保有については、余資運用規程に
従い行われております。総務部では、市場運用商品の購入を
行っておりますが、事前調査・継続的なモニタリング等により
価格変動リスクの軽減を図っております。これらについては、
常勤理事会に定期的に報告されております。

（ⅲ）市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を
受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、

「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。当組合では、これ
らの金融資産及び金融負債について、「保有期間1年、過去5年の
観測期間で計測される99パーセンタイル値」を用いた時価の変
動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたって
の定量的分析に利用しております。

23.	 金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて
困難と認められる非上場株式等は含めておりません。また、重要性
の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　額

（1）預け金 9,894 9,943 49
（2）有価証券 3,998 3,998 ―

株 式 ・ 投 信 280 280 ―
その他有価証券 3,718 3,718 ―

（3）貸出金 16,803
貸倒引当金 △136

16,667 17,383 715
金融資産計 30,560 31,325 765

（1）預金積金 26,558 26,574 15
（2）借用金 2,800 2,800 ―

金融負債計 29,358 29,374 15

（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預 け 金：�満期のない預け金については、時価は帳簿価格と

近似していることから、当該帳簿価格を時価とし
ております。満期のある預け金については、市場
金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現
在価値を時価とみなしております。

（2）有価証券：�株式は取引所の価格、債券は取引証券会社から提
示された価格によっております。投資信託は、取
引所の価格又は公表されている基準価額によっ
ております。

（3）貸 出 金：�貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に
対応する貸倒引当金を控除する方法により算定
し、その算出結果を簡便な方法により算出した時
価に代わる金額として記載しております。
①�破綻懸念先債権、実質破綻先債権、及び破綻先債

権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な
債権については、それぞれの貸借対照表の貸出
金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の
額）。

②�①以外の債権については、貸出金の期間に基づ
く区分ごとに、元利金合計額を市場金利で割り
引いた価格。

金融負債
（1）預金積金：�要求払預金については、決算日に要求された場合

の支払額（帳簿価格）を時価とみなしております。
定期預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごと
に将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合
計額を一種類の市場金利で割り引いた価格を時
価とみなしております。

（2）借 用 金：�借用金については、短期であるため帳簿価格を時
価としております。

（注2）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額
は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりませ
ん。

貸借対照表計上額	 非上場株式	 2百万円
		  組合出資金	 173百万円
		  合　計	 175百万円

24.	 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりでありま
す。（その他有価証券で時価のあるもの）

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】� （単位：百万円）
貸借対照表計上額 取得原価 差　額

株　　式 ― ― ―
債　　券 604 600 4

（国　債） （　　―　　） （　　―　　） （　 ― 　）
（地方債） （　　―　　） （　　―　　） （　 ― 　）
（社　債） （� 403） （� 400） （� 2）
（外　債） （� 201） （� 200） （� 1）
投資信託 ― ―　　 　　―
小　　計 604 600 4

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
貸借対照表計上額 取得原価 差　額

株　　式 98 132 △34
債　　券 3,113 3,199 △86

（国　債） （� 193） （� 199） （� △5）
（地方債） （� 95） （� 100） （� △4）
（社　債） （� 2,068） （� 2,100） （� △31）
（外　債） （� 755） （� 800） （� △44）
投資信託 181 203 △21
小　　計 3,393 3,535 △142
合　　計 3,998 4,136 △137

貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく
時価により計上したものであります。

25.	 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
　　 売却価格　　　　売却益　　　　売却損
　　366百万円　　　 5百万円　　　  0百万円

26.	 その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は次
のとおりであります。

1年以内 1年超～
3年以内

3年超～
5年以内

5年超～
10年以内 10年超

国　債 ― ― ― ― 193百万円
地方債 ― ― ― ― 95百万円
社　債 ― 201百万円 695百万円 993百万円 581百万円
外　債 ― 100百万円 100百万円 294百万円 461百万円
合　計 ― 302百万円 795百万円 1,287百万円 1,331百万円

27.	 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧
客から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
5,034百万円であり、このうちの全てが原契約期間が1年以内のも
の又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由
があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契
約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられておりま
す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保
を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続
きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与
信保全上の措置等を講じております。

28.	 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それ
ぞれ以下のとおりであります。
＜繰延税金資産＞

　　　退職給付引当金引当超過額	 18百万円
　　　貸倒引当金損金算入限度超過額	 22百万円
　　　税務上の欠損金（注1）	 6百万円
　　　その他有価証券評価差額金	 38百万円
　　　その他	 15百万円
　　　　　繰延税金資産　計	 99百万円
　　　その他有価証券評価差額金	 ―百万円
　　　　　繰延税金負債　計	 ―百万円
　　　繰延税金資産の純額	 99百万円

（注1）�税務上の繰越金欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別
の金額� （単位：百万円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内 4年超 合計

税務上の繰越
欠損金（a）

― 1 1 1 1 6

繰延税金資産 ― 1 1 1 1 6
（a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（前ページより続き）
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経理・経営内容
	 損益計算書	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益 514,851 409,479

資 金 運 用 収 益 412,489 384,487
貸 出 金 利 息 360,187 336,469
預 け 金 利 息 9,887 10,574
買入手形利息 ― ―
コールローン利息 ― ―
買 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引受入利息 ― ―
有価証券利息配当金 37,738 32,767
金利スワップ受入利息 ― ―
その他の受入利息 4,675 4,675

役 務 取 引 等 収 益 19,267 17,491
受入為替手数料 9,403 8,490
その他の役務収益 9,863 9,001

そ の 他 業 務 収 益 46,967 3,332
外国為替売買益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国債等債券売却益 45,120 1,702
国債等債券償還益 ― ―
金融派生商品収益 ― ―
その他の業務収益 1,847 1,630

そ の 他 経 常 収 益 36,126 4,167
貸倒引当金戻入益 29,620 ―
償却債権取立益 30 132
株式等売却益 0 4,032
金銭の信託運用益 ― ―
その他の経常収益 6,476 2

経 常 費 用 489,173 392,156
資 金 調 達 費 用 7,052 6,916

預 金 利 息 7,094 7,267
給付補塡備金繰入額 570 349
譲渡性預金利息 ― ―
借 用 金 利 息 △611 △701
売渡手形利息 ― ―
コールマネー利息 ― ―
売 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引支払利息 ― ―
コマーシャル･ペーパー利息 ― ―
金利スワップ支払利息 ― ―
その他の支払利息 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 38,352 36,018
支払為替手数料 3,593 3,352
その他の役務費用 34,759 32,666

そ の 他 業 務 費 用 85,000 ―
外国為替売買損 ― ―
商品有価証券売買損 ― ―
国債等債券売却損 85,000 ―
国債等債券償還損 ― ―
国債等債券償却 ― ―
金融派生商品費用 ― ―
その他の業務費用 ― ―

経 費 349,173 338,929
人 件 費 216,622 203,994
物 件 費 129,196 131,575
税 金 3,354 3,359

そ の 他 経 常 費 用 9,594 10,291
貸倒引当金繰入額 ― 1,318
貸 出 金 償 却 12 ―
株式等売却損 2 4
株 式 等 償 却 ― ―
金銭の信託運用損 ― ―
その他資産償却 70 53
その他の経常費用 9,509 8,915

経常利益（又は経常損失） 25,677 17,322

科 目 令和2年度 令和3年度
特 別 利 益 ― ―

固 定 資 産 処 分 益 ― ―
負ののれん発生益 ― ―
金融商品取引責任準備金取崩額 ― ―
その他の特別利益 ― ―

特 別 損 失 1,353 96
固 定 資 産 処 分 損 1,353 96
減 損 損 失 ― ―
金融商品取引責任準備金繰入額 ― ―
その他の特別損失 ― ―

税引前当期純利益 24,324 17,226
法人税、住民税及び事業税 528 557
法 人 税 等 調 整 額 5,843 3,866
法 人 税 等 合 計 6,372 4,423
当 期 純 利 益 17,951 12,802
繰越金（当期首残高） 12,947 16,243
積 立 金 取 崩 額 ― ―
当期未処分剰余金 30,899 29,045

（注）
1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2．出資1口当りの当期純利益（又は当期純損失） 27円91銭
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経理・経営内容
	 剰余金処分計算書	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
当期未処分剰余金 30,899 29,045
積 立 金 取 崩 額 ― ―
剰 余 金 処 分 額 14,656 14,995

利 益 準 備 金 77 414
普通出資に対する配当金 4,579 4,580

（年2％の割合） （年2％の割合）
優先出資に対する配当金

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）
事業の利用分量に対する配当金 

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）
特 別 積 立 金 10,000 10,000
目 的 積 立 金 ― ―
繰越金（当期末残高） 16,243 14,050

	 経費の内訳	 （単位：千円）

項 目 令和2年度 令和3年度
人 件 費 216,622 203,994

報 酬 給 料 手 当 173,705 163,564
退 職 給 付 費 用 17,997 14,176
そ の 他 24,920 26,253

物 件 費 129,196 131,575
事 務 費 65,503 69,138
固 定 資 産 費 30,497 31,304
事 業 費 6,537 6,626
人 事 厚 生 費 2,941 2,716
有形固定資産償却 15,936 13,690
無形固定資産償却 ― ―
そ の 他 7,779 8,098

税 金 3,354 3,359
経 費 合 計 349,173 338,929

	 役務取引の状況	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
役 務 取 引 等 収 益 19,267 17,491

受入為替手数料 9,403 8,490
その他の受入手数料 9,057 8,976
その他の役務取引等収益 806 24

役 務 取 引 等 費 用 38,352 36,018
支払為替手数料 3,593 3,352
その他の支払手数料 22,463 20,341
その他の役務取引等費用 12,295 12,325

	 業務粗利益及び業務純益等	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
資 金 運 用 収 益  412,489 384,487
資 金 調 達 費 用 7,052 6,916

資 金 運 用 収 支 405,436 377,570
役 務 取 引 等 収 益 19,267 17,491
役 務 取 引 等 費 用 38,352 36,018

役 務 取 引 等 収 支 △19,085 △18,527
そ の 他 業 務 収 益 46,967 3,332
そ の 他 業 務 費 用 85,000 ―

そ の 他 の 業 務 収 支 △38,032 3,332
業 務 粗 利 益 348,319 362,376
業 務 粗 利 益 率 1.11 % 1.14 %
業 務 純 益 1,560 18,337
実 質 業 務 純 益 1,560 25,262
コ ア 業 務 純 益 41,440 23,560
コ ア 業 務 純 益 

（投資信託解約損益を除く。） 41,440 23,560

（注）1．業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×100

2．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
3．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
4．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

	 受取利息及び支払利息の増減	 （単位：千円）

項　　　　　目 令和2年度 令和3年度
受 取 利 息 の 増 減 △9,569 △28,002
支 払 利 息 の 増 減 △1,084 △136

	 主要な経営指標の推移	 （単位：千円）

区 分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益 472,970 454,533 464,247 514,851 409,479
経 常 利 益 50,793 51,196 27,066 25,677 17,322
当 期 純 利 益 36,688 36,474 20,023 17,951 12,802
預 金 積 金 残 高 24,084,018 23,281,461 24,348,749 26,108,786 26,558,860
貸 出 金 残 高 16,482,832 16,752,971 16,752,964 17,422,801 16,803,893
有 価 証 券 残 高 3,097,137 3,319,551 3,693,963 3,184,571 4,000,864
総 資 産 額 27,847,319 27,515,518 28,574,835 30,493,766 31,373,328
純 資 産 額 1,908,599 1,966,903 1,853,145 1,932,892 1,873,471
自己資本比率（単体） 12.53 % 12.45 % 11.79 % 12.89 % 12.74 %
出 資 総 額 228,022 228,297 229,058 229,135 229,549
出 資 総 口 数 456,045 口 456,594 口 458,116 口 458,270 口 459,099口 口
出資に対する配当金 6,837 6,843 4,578 4,579 4,580
職 員 数 41 人 40 人 40 人 41 人 40 人

（注）1.残高計数は期末日現在のものです。
　　2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。 
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経理・経営内容
	 自己資本の充実状況	 （単位：百万円）

項　　　　　　目 令和2年度 令和3年度
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目� （１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 1,960 1,968

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 229 229
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 1,735 1,743
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額� （△） 4 4
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 82 89
う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 82 89
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち 、
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

公 的 機 関 に よ る 資 本 の 増 強 に 関 す る 措 置 を 通 じ て 発 行 さ れ た 資 本
調 達 手 段 の 額 の う ち 、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 4 5 ％ に
相 当 す る 額 の う ち 、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額� （イ） 2,042 2,058
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目� （２）
無 形 固 定 資 産 （ モ ー ゲ ー ジ ・ サ ー ビ シ ン グ ・
ラ イ ツ に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 の 合 計 額 3 3

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 3 3

繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。 ） の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 1 0 ％ 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 5 ％ 基 準 超 過 額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額� （ロ） 3 3
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額（(イ)－(ロ)）� （ハ） 2,039 2,054
リスク・アセット等� （３）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 15,130 15,465

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ― ―
う ち 、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ― ―
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 677 660
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 15,807 16,126
自 己 資 本 比 率
自 　 己 　 資 　 本 　 比 　 率� （（ハ）／（ニ）） 12.89% 12.74%

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合
会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合
は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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経理・経営内容

	 満期保有目的の金銭の信託	

該当事項なし

	 その他の金銭の信託	

該当事項なし

	 運用目的の金銭の信託	

該当事項なし

金銭の信託

	子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当事項なし

	 満期保有目的の債券	

該当事項なし

	 売買目的有価証券	

該当事項なし

有価証券の時価等情報

	 その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　類
令和2年度 令和3年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 1,007 1,000 7 403 400 2

国 債 100 99 0 ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 906 900 6 403 400 2

そ の 他 309 304 5 201 200 1

小 計 1,317 1,304 12 604 600 4

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 106 117 △11 98 132 △34

債 券 1,279 1,300 △20 2,358 2,399 △41

国 債 ― ― ― 193 199 △5

地 方 債 97 100 △2 95 100 △4

短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 1,182 1,200 △18 2,068 2,100 △31

そ の 他 478 503 △24 936 1,003 △65

小 計 1,865 1,921 △56 3,393 3,535 △142

合　　　　　計 3,182 3,225 △43 3,998 4,136 △137
（注）1．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　2．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

	 市場価格のない株式等及び組合出資金	 （単位：百万円）

項　　　　　　目
令和2年度 令和3年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ―
非 上 場 株 式 2 2

組 合 出 資 金 173 173

合　　　　　計 175 175
（注）1．�子会社・子法人等株式、関連法人等株式、非上場株式及び全国信用協同組合連合会出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適

用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
　　2．組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和元年7月4日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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経理・経営内容

	 資金運用勘定、調達勘定の平均残高等	

科　　　　目 年度 平均残高 利　　息 利回り
資 金 運 用 令和2年度 31,249 百万円 412,489 千円 1.32 ％

勘 定 令和3年度 31,647 384,487 1.21

う ち 令和2年度 17,197 360,187 2.09
貸 出 金 令和3年度 16,906 336,429 1.99

う ち 令和2年度 10,035 9,887 0.09
預 け 金 令和3年度 10,637 10,574 0.09

う ち 令和2年度 3,842 37,738 0.98
有 価 証 券 令和3年度 3,930 32,767 0.83

資 金 調 達 令和2年度 29,508 7,052 0.02
勘 定 令和3年度 29,887 6,916 0.02

う ち 令和2年度 27,137 7,664 0.02
預 金 積 金 令和3年度 27,578 7,617 0.02

う ち 令和2年度 ― ― ―
譲 渡 性 預 金 令和3年度 ― ― ―
う ち 令和2年度 2,356 △611 △0.02
借 用 金 令和3年度 2,301 △701 △0.03

（注）	資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（2年度4百万円、3年度4百万円）を控除して
表示しております。。

	 総資産利益率	 （単位：％）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.08 0.05

総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.05 0.03

（注）総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
×100

	 総資金利鞘等	 （単位：％）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度
資 金 運 用 利 回　　（ａ） 1.32 1.21

資 金 調 達 原 価 率　　（ｂ） 1.19 1.15

総 資 金 利 鞘（ａ－ｂ） 0.12 0.06

（注）1. 資金運用利回＝ 
資金運用収益

資金運用勘定計平均残高
 × 100

2.資金調達原価率＝ 
資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費
　 　　　資金調達勘定計平均残高　　　　

 ×100

	 その他業務収益の内訳	 （単位：百万円）

項　　　　　目 令和2年度 令和3年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国債等債券売却益 45 1

国債等債券償還益 ― ―
金融派生商品収益 ― ―
その他の業務収益 1 1

その他業務収益合計 46 3

	 預貸率及び預証率	 （単位：％）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度

預 貸 率
（ 期　　 末 ） 66.73 63.27

（期中平均） 63.37 61.30

預 証 率
（ 期　　 末 ） 12.19 15.06

（期中平均） 14.16 14.25

（注）1．預貸率＝
貸出金

預金積金＋譲渡性預金
×100

　　2．預証率＝
有価証券

預金積金＋譲渡性預金
×100

	 職員１人当りの預金及び貸出金残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
職員１人当りの預金残高 636 680

職員１人当りの貸出金残高 424 430
（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

	 １店舗当りの預金及び貸出金残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高 5,221 5,311

１店舗当りの貸出金残高 3,484 3,360
（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

	 オフバランス取引の状況

該当事項なし

	 先物取引の時価情報	

該当事項なし
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資 金 調 達
	 預金種目別平均残高	 （単位：百万円、％）

種　　　　目
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 10,106 37.2 11,111 40.3

定 期 性 預 金 16,981 62.6 16,431 59.6

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
そ の 他 の 預 金 49 0.2 32 0.1

合 計 27,137 100.0 27,578 100.0

	 定期預金種類別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 15,046 15,523

変 動 金 利 定 期 預 金 2 2

そ の 他 の 定 期 預 金 ― ―
合 計 15,048 15,525

	 預金者別預金残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度末 令和3年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 18,279 70.0 18,421 69.4

法 人 7,829 30.0 8,137 30.6

一 般 法 人 7,138 27.3 6,972 26.3

金 融 機 関 26 0.1 29 0.1

公 金 664 2.6 1,135 4.3

合 計 26,108 100.0 26,558 100.0

	 貸出金種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　　　　目
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 304 1.8 341 2.0

手 形 貸 付 159 0.9 117 0.7

証 書 貸 付 15,469 90.0 15,381 91.0

当 座 貸 越 1,264 7.3 1,065 6.3

合 計 17,197 100.0 16,906 100.0

資 金 運 用

	 有価証券種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 95 2.5 122 3.1 

地 方 債 99 2.6 99 2.5 

短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 2,542 66.2 2,395 60.9 

株 式 120 3.1 140 3.6 

外 国 証 券 847 22.0 966 24.6 

そ の 他 の 証 券 136 3.5 205 5.2 

合 計 3,842 100.0 3,930 100.0 
（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

	  担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額	（単位：百万円、％）

区　　　　　　　　分 金　　　額 構成比 債務保証見返額

当 組 合 預 金 積 金
令和2年度末 81 0.5 ―
令和3年度末 80 0.5 ―

有 価 証 券
令和2年度末 ― ― ―
令和3年度末 ― ― ―

動 産
令和2年度末 13 0.0 ―
令和3年度末 10 0.0 ―

不 動 産
令和2年度末 4,987 28.6 ―
令和3年度末 5,954 35.4 ―

そ の 他
令和2年度末 ― ― ―
令和3年度末 ― ― ―

小 計
令和2年度末 5,081 29.2 ―
令和3年度末 6,046 36.0 ―

信用保証協会・信用保険
令和2年度末 5,146 29.5 ―
令和3年度末 4,786 28.5 ―

保 証
令和2年度末 2,468 14.2 0

令和3年度末 2,326 13.8 0

信 用
令和2年度末 4,726 27.1 ―
令和3年度末 3,644 21.7 ―

合 計
令和2年度末 17,422 100.0 0

令和3年度末 16,803 100.0 0

	 財形貯蓄残高	 （単位：百万円）

項　　　　　目 令和2年度末 令和3年度末
財 形 貯 蓄 残 高 1 1 
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資 金 運 用
	 有価証券種類別残存期間別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 1年以内 1年超	
5年以内

5年超	
10年以内 10年超

国 債
令和2年度末 ― ― ― 100

令和3年度末 ― ― ― 193

地 方 債
令和2年度末 ― ― ― 97

令和3年度末 ― ― ― 95

短 期 社 債
令和2年度末 ― ― ― ―
令和3年度末 ― ― ― ―

社 債
令和2年度末 ― 303 1,097 688

令和3年度末 ― 897 993 581

外 国 証 券
令和2年度末 ― 101 302 178

令和3年度末 ― 201 294 461

合 計
令和2年度末 ― 404 1,400 1,064

令和3年度末 ― 1,098 1,287 1,331

	 貸出金金利区分別残高	 （単位：百万円）

区　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
固 定 金 利 貸 出 10,095 9,467

変 動 金 利 貸 出 7,327 7,336

合 計 17,422 16,803

	 消費者ローン・住宅ローン残高 	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度末 令和3年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 954 26.0 925 25.6 

住 宅 ロ ー ン 2,713 74.0 2,683 74.4 

合 計 3,668 100.0 3,609 100.0 

	 貸出金業種別残高・構成比	 （単位：百万円、％）

業 種 別
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
製 造 業 821 4.7 779 4.6 

農 業、 林 業 301 1.7 262 1.6 

漁 業 3 0.0 3 0.0 

鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 98 0.6 96 0.6 

建 設 業 2,787 16.0 2,496 14.9 

電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 184 1.1 165 1.0 

情 報 通 信 業 56 0.3 49 0.3 

運 輸 業、 郵 便 業 847 4.9 783 4.7 

卸 売 業、 小 売 業 2,060 11.8 1,979 11.8 

金 融 業、 保 険 業 200 1.1 200 1.2 

不 動 産 業 1,033 5.9 1,235 7.4 

物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―
学 術 研 究、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 2 0.0 ― ―
宿 泊 業 329 1.9 311 1.9 

飲 食 業 721 4.1 634 3.8 

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 104 0.6 76 0.5 

教 育、 学 習 支 援 業 382 2.2 398 2.4 

医 療、 福 祉 46 0.3 39 0.2 

そ の 他 の サ ー ビ ス 1,914 11.0 1,786 10.6 

そ の 他 の 産 業 513 2.9 534 3.2 

小 計 12,409 71.2 11,832 70.4 

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 303 1.7 281 1.7 

個 人 （ 住 宅 ・ 消 費 ・ 納 税 資 金 等 ） 4,709 27.0 4,689 27.9 

合 計 17,422 100.0 16,803 100.0 
（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

	 貸出金使途別残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度末 令和3年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 10,419 59.8 9,599 57.1 

設 備 資 金 7,003 40.2 7,203 42.9 

合 計 17,422 100.0 16,803 100.0 

	 貸倒引当金の内訳	 （単位：百万円）

項　　　　目
令和2年度 令和3年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 82 △14 89 6

個 別 貸 倒 引 当 金 52 △15 46 △5

貸倒引当金合計 134 △29 136 1
（注）�当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引

当は行っておりません。

	 貸出金償却額	 （単位：百万円）

項　　　　　目 令和2年度 令和3年度
貸 出 金 償 却 額 ― ―
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経 営 内 容
	 協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況	 （単位：百万円、％）

区　　　　　分 残高
（Ａ）

担保・保証額
（Ｂ）

貸倒引当金
（Ｃ）

保全率
（B+C）/（A）

引当率
（C）/（A-B）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

令和2年度 124 80 43 99.19 97.73

令和3年度 80 41 38 98.75 97.44

危 険 債 権
令和2年度 157 138 8 92.99 42.11

令和3年度 225 208 8 96.00 47.06

要 管 理 債 権
令和2年度 77 11 12 29.87 18.18

令和3年度 126 51 26 61.11 34.67

三月以上延滞債権
令和2年度 ― ― ― ― ―
令和3年度 ― ― ― ― ―

貸出条件緩和債権
令和2年度 77 11 12 29.87 18.18

令和3年度 126 51 26 61.11 34.67

小 計
令和2年度 359 229 64 81.62 49.23

令和3年度 432 301 73 86.57 55.73

正 常 債 権
令和2年度 17,084

令和3年度 16,391

合 計
令和2年度 17,443

令和3年度 16,823

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及
びこれらに準ずる債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可
能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。

3．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げるものを除く。）です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。
6．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。
7．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の

全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使
用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

10．金額は決算後（償却後）の計数です。
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経 営 内 容
	 法令遵守の体制	

監 事

監査室
コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会

総 務 部
業務推進部
審 査 部

コンプライアンス
に係る検討事項
の報告

報告相談
営　業　店

指示

理 事 会

常勤理事会

議決事項報告

コンプライアンス体制図

●信用組合倫理綱領
1．信用組合の公共的使命
　信用組合の持つ公共的使命の重みを常に自覚し、健全な業務運営の遂行
を通して揺るぎない信頼の確立を図る。

2．キメ細かい金融サービスの提供
　地域経済活動を支える金融機関の機能はもとより、創意と工夫を活かし、
お客様のニーズに応えるとともに、セキュリティ・レベルにも十分配意した
キメ細かい金融サービスの提供を通じて、地域社会・地域経済の発展に貢献
する。

3．法令やルールの厳格な遵守
　あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、
誠実かつ公正な組織運営を行う。

4．地域社会とのコミュニケーション
　経営等の情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、幅広く地域社会
とのコミュニケーションの充実を図る。

5．職員の人権の尊重等
　職員の人権、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保す
る。

6．環境問題への取組み
　資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全に寄
与する金融サービスを提供するなど、環境問題に積極的に取り組む。

7．社会貢献活動への取組み
　信用組合が地域社会の中においてこそ存続・発展しうる存在であること
を自覚し、地域社会と共に歩む「良き市民」として、積極的に社会への貢献活
動に取り組む。

8．反社会的勢力との対決
　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排
除する。

●顧客受入方針
　当組合は、犯罪収益の移転を未然に防止するため、お客さまと取引を行う際に取引時確認が必要となる取引及び同取引に係るお客さまの属性情報の取得・管理
については、犯罪収益移転防止法などの法令を遵守するとともに、当組合が作成する特定事業者作成書面の内容を踏まえ、以下の各事項について適切な対応を実
施します。具体的には、以下の取引の種類に応じて取引時確認を実施します。なお、お客さまが取引時確認に応じない場合には、取引時確認にお客さまが応じるま
で当該取引を謝絶します。
　また、犯罪収益の移転の危険性が高いものとして、お客さまとの取引が別紙に該当すると判断した場合には、速やかに監督官庁に「疑わしい取引」の届出を行う
とともに、継続的なモニタリングの実施や取引謝絶などの措置を実施します。
1． 預金口座の開設、200万円を超える大口現金の受払いをする取引、為替取引を伴う10万円を超える現金の受払をする取引等（敷居値以下の取引であっても、1回
当たりの取引の金額を減少させるために一の取引を分割していることが一見して明らかなものは一の取引とみなす。）

　・上記取引において当組合が確認する事項及びその確認方法は、下表のとおりです。
　・上記取引において把握したお客さまの属性情報は、当組合の個人情報保護規程等に基づき適切に管理します。
2．特別の注意を要する取引（①マネー・ローンダリングの疑いがあると認められる取引、②同種の取引の態様と著しく異なる態様で行われる取引）
　・上記「1.」と同様。
3． ハイリスク取引（①なりすましの疑いがある取引又は本人特定事項を偽っていた疑いがある顧客との取引、②マネー・ローンダリング対策が不十分であると認
められる特定国等に居住している顧客との取引、③重要な公的地位にある者（外国PEPs）との取引）

　・ 上記取引において当組合が確認する事項及びその確認方法は、下表のとおりです。なお、マネー・ローンダリングに利用されるおそれの高い取引であること
を踏まえ、「本人特定事項」及び「実質的支配者」については、通常よりも厳格な方法により確認します。

　・上記取引において把握したお客さまの属性情報は、当組合の個人情報保護規程等に基づき適切に管理します。
確認事項 通常の取引（上記1､2） ハイリスク取引（上記3）

本人特定事項

（個人）氏名、住居、生年月日

（法人）名称、本店又は主たる事務所の所在地

以下の本人確認書類
（個人） 運転免許書、在留カード、旅券（パスポート）

等顔写真のある公官庁発行書類など
（法人） 登記事項証明書、印鑑登録証明書、官公庁発

行書類で法人の名称及び本店又は主たる事
務所の所在地の記載があるものなど

通常の取引に際して確認した書類
＋

上記以外の本人確認書類

取引を行う目的 申告 申告
（個人）職業
（法人）事業の内容

（個人）申告
（法人）定款、登記事項証明書など

（個人）申告
（法人）定款、登記事項証明書など

実質的支配者
（議決権の保有その他の手段により当該法人
を支配する自然人（全ての法人に存在））

代表者等からの本人特定事項の申告

株主名簿（資本多数決の原則を採る法人の場合）、
登記事項証明書（資本多数決の原則を採る法人以
外の法人の場合）など

＋
代表者等からの本人特定事項の申告

資産及び収入の状況
（ハイリスク取引で、200万円を超える財産
の移転を伴う場合に限る。）

（個人）源泉徴収票、確定申告書、預金通帳など
（法人）貸借対照表、損益計算書など

●反社会的勢力に対する基本方針
　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守
します。
1．組織としての対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。

2．外部専門機関との連携
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。

3．取引を含めた関係の遮断
　当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識するとともに、コンプライアンスを徹底するため、組織全体として反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断
し、不当要求に対しては断固として拒絶します。

4．有事における民事と刑事の法的対応
　当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

5．資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
　当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。

●法令遵守の体制
　コンプライアンス（法令等遵守）とは、法令をはじめ内部の諸規程、さらには
確立された社会規範に至るまで、あらゆるルールを遵守することを言います。　
　自己責任原則の経営から企業倫理を確立し、各種法令やルール（内部規程
等）を厳正に遵守するとともに社会規範を全うする為に、経営の最重要課題の
一つに位置付け理事会・常勤理事会そして主管部署を「コンプライアンス委員
会」、営業店にはコンプライアンス・オフィサー（次席者）を設置し、コンプライ
アンス・プログラムに基づき、各部店ごとに定期的な勉強会を月4回実施する
ことで問題点や疑問点を協議し、法令に対する意識の高揚と内部管理態勢の
強化に努め、その浸透と徹底に取組んでいます。
　各部店のオフィサーは、法令等に違反する行為の未然防止に注力のうえ、勉
強会の開催状況を毎月主管部署へ報告、主管部署は月ごとの報告をとりまと
め、その実施状況を常勤役員会へ報告しています。
　職場内研修や会議を通じ経営陣・部店長・職員の金融機関に係る各種法令や
規程、新たな問題点や内部規則の認識・理解力は深まっています。
　また、コンプライアンスに対する意識・企業風土も高くなり、法令等遵守態
勢の強化は図られています。
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経 営 内 容
	 報酬体系について	

	 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容	

●対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞
与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。
1.報酬体系の概要
【基本報酬および賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬および賞与につきましては、総代会において理事全員および監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しています。
そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当組合の理事会において決定しています。
また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しています。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っています。

2.役員に対する報酬
（単位：千円）

区分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
理　事 16,002 40,000 

監　事 1,032 2,000 

合　　計 17,034 42,000 

（注）1.上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式4号「付属明細書」における役員に対する報酬です。
　　2.支払人数は、理事10名、監事2名です。
　　3.使用人兼務理事に支払った報酬（賞与を含む）は、5,944千円です。
　　4.上記以外に支払った役員賞与金は理事1,300千円であり、役員退職慰労金は理事1,736千円であります。

3.その他
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な
影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

●対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、当組合の職員、当組合の主要な連結子法人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等
と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和3年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（注）1.対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
　　2.「同等額」とは、令和3年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
　　3.当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」および「退職給与規程」に基づき支払っています。

　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連当型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけ
された報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

●苦情処理措置
　当組合では、お客様により一層のご満足を頂けるよう、お取引に係るご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせ等を受付けております。当組合へのお申し出先として
「お取引のある営業店」また「総務部お客様相談窓口」にお願いします。
・苦情処理措置

窓　　口：総務部お客様相談窓口 電話番号：0856－22－3030
E-mail ：masushin@beach.ocn.ne.jp 受付時間：午前9時～午後5時まで（土・日曜日、祝日及び組合の休業日は除く）
　　なお、苦情対応の手続きにつきましては、当組合ホームページをご覧ください。 ホームページアドレス　https://shimanemasushin.com

●紛争解決措置
　苦情等のお申し出は当組合のほか、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けています。相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお客様の了解を
得たうえで、当該の信用組合に対し迅速な解決を要請します。また、平成26年7月に中国ブロック信用組合協議会と広島弁護士会仲裁センターとも契約を締結しました。

名　　称 一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所 中国ブロックしんくみ苦情等相談所 広島弁護士会仲裁センター

住　　所 〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－1 〒730－0044　広島市中区宝町9－11
〒730－0011　広島市中区基町6－27

そごう新館6館

電話番号 03－3567－2456 082－247－7363 082－225－1600

受 付 日
時　　間

月～金（祝日および協会の休業日は除く）
9:00～ 17:00

月～金（祝日及び信用組合の休業日は除く）
9:00～ 17:00

月～日
（火曜日、年末年始、4/29～ 5/6の祝日、お盆は除く）

9:30～ 16:00

　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、当組合お客様相談窓口またはしんくみ相談所に
お申し出ください。
　また、お客様が直接、仲裁センター等へ申し出ることも可能です。なお、下記の弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客様にもご利用いただけます。仲裁セン
ター等では、東京以外の地域の方々からの申し立てについて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法もあります。
①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。

例えば、広島県弁護士会の仲裁センターに事件を移管し、以後、当該弁護士会の仲裁センターで手続を進めることができます。
②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たる。例えば、お客様

は、広島県弁護士会の仲裁センターにお越しいただき、当該弁護士会の斡旋人とは面談で、東京の弁護士会の斡旋人とはテレビ会議システム等を通じてお話しい
ただくことにより、手続を進めることができます。
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳でありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

名　　称 東京弁護士会
紛争解決センター

第一東京弁護士会
仲裁センター

第二東京弁護士会
仲裁センター

住　　所 〒100－0013
東京都千代田区霞ヶ関1－1－3

〒100－0013
東京都千代田区霞ヶ関1－1－3

〒100－0013
東京都千代田区霞ヶ関1－1－3

電話番号 03－3581－0031 03－3595－8588 03－3581－2249

受 付 日
時　　間

月～金（除 祝日、年末年始）
9:30～ 12:00、13:00～ 15:00

月～金（除 祝日、年末年始）
10:00～ 12:00、13:00～ 16:00

月～金（除 祝日、年末年始）
9:30～ 12:00、13:00～ 17:00

ホームページ http://www.toben.or.jp/bengoshi/kaiketsu/index.html http://www.ichiben.or.jp/consul/discussin/cyusai/index.html https://niben.jp/service/soudan/chusai/

　当組合は、お客様からのお申し出について、以下のとおり金融ADR制度も踏まえ、内部管理態勢等を整備して迅速・公平・適切な対応を図り、もって当組合に対するお客様の信
頼の向上に努めます。
1.お客様からの苦情等については、本支店または総務部お客様相談窓口で受付ます。
2.お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。
3.苦情等の受付・対応に当たっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い、適切に取扱します。
4.お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に応じて適切な機関をご紹介し、その標準的な手続等
の情報を提供します。

5.紛争解決を図るために、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用することが出来ます。その際は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取組みます。
6.顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況および処理指示については、総務部が一元的に管理します。
7.反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基づき、必要に応じ警察等関係機関との連携をとった上で、断固たる対応をとります。
8.苦情等に対応するために、研修等により関連規程等に基づき業務が運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。
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経 営 内 容

─　定　性　的　事　項　─
・自己資本調達手段の概要
・自己資本の充実度に関する評価方法の概要
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項
・金利リスクに関する事項

●信用リスクに関する事項

リ ス ク の 説 明
及びリスク管理の方針

当組合では、信用リスクを「信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少あるいは消滅し、当組合が損失を被るリスク」と
定義しております。
また、管理方針については、自己査定の債務者区分及び分類結果等に基づいて、リスクを適正に把握し、適切なポートフォリオ管理等
に反映させることとしています。

管 理 体 制 当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な理念等を明示した「信用リス
ク管理要領」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管理体制を構築しています。

評 価 ・ 計 測

信用リスクの評価について、当組合では「資産の自己査定基準」に基づき厳格な自己査定を実施しております。
それと同時に、お客様の財務状況のみならず経営資質・技術力・成長性・個人との一体判断による償還能力等を含め総合的に判定し
ております。
また、小口多数取引の推進によるリスクの分散の他、与信ポートフォリオ管理として、自己査定による債務者区分別、業種別、資金使途
別、さらに与信集中によるリスク抑制のため大口与信先の管理など、さまざまな角度からの分析に注力しております。

■貸倒引当金の計算基準
貸倒引当金は、「資産の自己査定基準」及び「償却・引当の計上基準」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに算出しています。
一般貸倒引当金にあたる正常先、要注意先、要管理先については、債務者区分ごとに過去の実績率を算定し、これに将来発生が見込まれる損失による修
正を加えて、予想損失率を求め、各々の債務者区分の債権額に予想損失率を乗じて算出しています。
なお、従来、正常先債権及び要注意先債権の予想損失額（貸倒引当金）は、総債権ベースの貸倒実績率に将来発生が見込まれる損失による修正を加えた
ものとしておりましたが、2020年度から、リスクを有する債権からの貸倒実績率に将来発生が見込まれる損失による修正を加えたものを予想損失額（貸倒引当
金）としています。
この変更は、リスクを有する債権残高の増減と貸倒引当金の増減を連動させることで、的確、かつ、適正な引当金を計上するためのものです。
また、個別貸倒引当金に関しては、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先について、個別債務者ごとに予想損失額を算定し、予想損失額に相当する額を貸
倒引当金として計上するか、または、直接償却を行っています。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の機関を採用しています。

・日本格付研究所（JCR）　・格付投資情報センター（R&I）　・ムーディーズ・ジャパン社（Moody’s Japan）　・スタンダード＆プアーズ社（S&P）

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っていません。

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
当組合の信用リスク削減方法とは、当組合が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、保証などが該当し、取引先によっ
ては、不動産等担保や信用保証協会保証による保全措置を講じています。
ただし、当組合では融資の取り上げに際し、資金使途、返済財源、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判断をしており、担保
や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置付けとして認識しています。
したがって、担保又は保証に過度に依存しないような融資の取り上げ姿勢に徹していますが、与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様へ
の十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくなど適切な取扱いに努めています。
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、不動産等、保証には、人的保証、信用保証協会保証、民間保証等がありますが、その手続については、当組合が
定める「貸付規程」及び「担保評価運用基準」等により、適切な事務取扱及び適正な評価を行っています。
また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、当組合が定める「貸付規程」等によ
り、適切な取扱いに努めています。
なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散しています。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
該当事項なし

	 リスク管理体制	

●自己資本調達手段の概要

発 行 主 体 島根益田信用組合

資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 229百万円

注. 当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等により構成されております。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同
組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22
号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。
自己資本比率は、金融機関の体力を示す指標であり、この比率が高いほど、財務内容が健全であり、経営の安定度も高いと言えます。当組合の令和4年3月末の
自己資本比率は12.74%であり、国内基準（4.0%）を大きく上回っています。



18

経 営 内 容
●証券化エクスポージャーに関する事項

リスクの説明
及びリスク管理の方針

当組合は投資家として証券化取引を行っています。証券化商品への投資は、当組合が定める「余資運用規定」により、投資枠内での
取引に限定してます。
また、リスクの認識については、裏付資産の状況、適格格付機関が付与する格付情報などにより把握するなど適切にリスク管理を行って
おります。

管 理 体 制 ・
評 価 ・ 計 測

証券化エクスポジャーに係るリスクの認識については、時価評価等によりリスクを計測し、状況を定期的に常勤理事会へ報告していま
す。また、当組合が定める「余資運用規定」等に基づいて適正な運用・管理に努めています。

■再証券化エクスポージャーの有無
該当なし

■証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
当組合は、標準的手法を採用しております。

■証券化取引に関する会計方針
当組合の会計処理は、日本公認会計士協会「金融商品会計に関する実務指針」に従い、適切な処理を行っております。

■証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の機関を採用しています。
　・日本格付研究所（JCR）　　　・格付投資情報センター（R&I）　　　・ムーディーズ・ジャパン社（Moody's Japan）
　・スタンダード＆プアーズ社（S & P）　　　・フィッチレーティングリミテッド（Fich）

●オペレーショナル・リスクに関する事項
リスクの説明
及びリスク管理の方針

当組合では、オペレーショナル・リスクを「金融機関の業務過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、または、外生的な事
象により損失を被るリスク」と定義しております。

管 理 体 制
当組合では、オペレーショナル・リスクを「事務リスク」「システムリスク」「法務リスク」「評判リスク」等の各リスクを含む幅広いリスクと考え、
各委員会や本部各部を主管部署とした管理体制や管理方法に関する基本方針等を明示した「リスク管理規程」や「各リスク管理要領」
によって、それぞれのリスクについて定め、リスクを確実に認識する体制を構築しています。

評 価 ・ 計 測 リスクの評価・計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用することとし、必要に応じ経営陣を中心とした常勤役員会等により
態勢の整備に努めております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当組合は基礎的手法を採用しております。

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項
リスクの説明
及びリスク管理の方針

出資等の発行体の経営状況によっては、当組合の保有する金融資産の価値が変動し、損失を被る潜在性のあるリスクと定義していま
す。

管 理 体 制 上場株式に係るリスクの認識については、時価評価等によりリスクを計測し、状況を定期的に常勤理事会へ報告しています。また、非上
場については、当組合が定める「余資運用規定」等に基づいて適正な運用・管理に努めています。

評 価 ・ 計 測 株式等の運用については、健全性の高い上場株式を原則としています。

●金利リスクに関する事項
リスクの説明
及びリスク管理の方針

金利変動に伴い損失を被るリスクのことで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在している中で金利が変動することにより利
益が低下及び損失を被るリスクと定義しています。

管 理 体 制 管理担当部署は総務部とし、具体的な管理及び総合管理は主管部署であるALM委員会が行います。重要案件に関する事項は常勤
理事会で協議し、理事会に付議・報告します。

評 価 ・ 計 測 当組合では、SKC（信組情報サービス株式会社）のALMシステムを採用し金利リスクを算出しています。
■内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要

1．「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示第3号（平成31年2月18日）による改正を受け、平成31年3月末から⊿EVE*を開示しておりま
す。また、令和2年3月末から⊿NII*を開示することとなりました。このため、⊿NIIについては開示初年度につき、当期末分のみを開示しております。

　※⊿EVEとは、IRRBBのうち金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測され、開示告示に定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。
　※⊿NIIとは、IRRBBのうち、金利ショックに対する算出基準日から12ヶ月を経過する日までの間の金利収益の減少として計測されるものであって、開示告

示に定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。
2．開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿EVEおよび⊿NIIに関する事項は以下のとおりです。
　（1）流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
　（2）流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
　（3）流動性預金への満期の割り当て方法は、金融庁が定める保守的な前提を用いています。
　（4）固定金利貸出の期限前償還および定期預金の期限前解約は、金融庁が定める保守的な前提を用いています。
　（5）IRRBBの算出にあたり、通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。
　（6）IRRBBの算出にあたり、割引金利にスプレッドを考慮していません。
　（7）内部モデルは使用していません。
　（8）前事業年度末の開示からの変動に関しては、令和2年3月末の⊿EVEは542百万円（前期末比△142百万円）となりました。
　　  ⊿NIIに関しては開示初年度であるため記載していません。
　（9）自己資本比率や有価証券の含み損益、その他の指標等を鑑みて、健全性については問題ありません。
3．⊿EVE以外の金利リスクを計測する場合の金利ショックについてはパーセンタイル値を用いて算出しています。

（単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 749 740 12 7
2 下方パラレルシフト 0 0 0 0
3 スティープ化 590 571
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 749 740 12 7

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 2,054 2,039
（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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経 営 内 容
資　　料　　編

	 リスク管理体制	

─　定　量　的　事　項　─
・自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の充実の状況P.9をご参照ください
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・出資等エクスポージャーに関する事項
・リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
・金利リスクに関する事項…P.18をご参照ください

●自己資本の充実度に関する事項� （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 15,130 605 15,465 618
①�標準的手法が適用されるポートフォリオごとの

エクスポージャー 15,084 603 15,459 618

（ⅰ）　ソブリン向け 200 8 183 7
（ⅱ）　金融機関向け 2,148 85 2,376 95
（ⅲ）　法人等向け 6,534 261 6,277 251
（ⅳ）　中小企業等・個人向け 3,096 123 3,130 125
（ⅴ）　抵当権付住宅ローン 32 1 29 1
（ⅵ）　不動産取得等事業向け 735 29 846 33
（ⅶ）　三月以上延滞等 6 0 8 0
（ⅷ）　出資等 128 5 138 5

出資等のエクスポージャー 128 5 138 5
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ）�　他の金融機関等の対象資本等調達手段
のうち対象普通出資等及びその他外部
TLAC関連調達手段に該当するもの以外
のものに係るエクスポージャー

252 10 252 10

（ⅹ）�　信用協同組合連合会の対象普通出資等
であってコア資本に係る調整項目の額に
算入されなかった部分に係るエクスポー
ジャー

173 6 173 6

（ⅺ）　その他 1,776 71 2,008 80
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③�リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエ

クスポージャー 39 1 34 1

ルック・スルー方式 39 1 34 1
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1250％） ― ― ― ―

④�経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ
れるものの額 ― ― ― ―

⑤�他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエク
スポージャーに係る経過措置によりリスク・ア
セットの額に算入されなかったものの額

― ― ― ―

⑥CVAリスク相当額を8％で除して得た額 5 0 5 0
⑦中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ.　オペレーショナル・リスク 677 27 660 26
ハ.　単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 15,807 632 16,126 645

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央

政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。
4．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び

第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
5．「その他」とは、（i）～（x）に区分されないエクスポージャーです。具体的には現金・その他資産が含まれます。
6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷8％

7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　当組合では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っておりますが、P.13の「一
般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額」及び次頁の「業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等」には当該引当金の金額は含めておりません。
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経 営 内 容
	 信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）	

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（業種別・残存期間別）� （単位：百万円）

エクスポージャー区分

業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　　券 デリバティブ取引

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
製 造 業 1,621 1,479 ― ― 800 700 ― ― 4 3 
農 業、 林 業 301 262 ― ― ― ― ― ― 13 6 
漁 業 3 3 ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 98 96 ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 2,787 2,496 ― ― ― ― ― ― ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 238 664 ― ― ― 400 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 356 449 ― ― 300 400 ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 1,047 1,083 ― ― 200 300 ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 2,260 2,185 ― ― 200 200 ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 10,651 11,494 ― ― 700 1,000 ― ― ― ―
不 動 産 業 1,240 1,439 ― ― 200 200 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 - 0 ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 2 0 ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 329 311 ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 721 634 ― ― ― ― ― ― ― 2 
生活関連サービス業、娯楽業 104 76 ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 382 398 ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 46 39 ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,914 1,786 ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 513 534 ― ― ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 603 581 ― ― 299 300 ― ― ― ―
個 人 4,709 4,689 ― ― ― ― ― ― ― 0 
そ の 他 687 605 ― ― 200 300 ― ― ― ―
業 種 別 合 計 30,620 31,310 ― ― 2,900 3,800 ― ― 17 12 
１ 年 以 下 6,451 6,092 ― ― ― ― ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 3,699 3,577 ― ― ― 300 ― ―
３ 年 超 ５ 年 以 下 1,363 2,650 ― ― 400 800 ― ―
５ 年 超 ７ 年 以 下 2,419 1,709 ― ― 900 300 ― ―
７ 年 超 10 年 以 下 5,418 5,502 ― ― 500 1,000 ― ―
10 年 超 9,176 9,712 ― ― 1,099 1,400 ― ―
期 間 の 定 め の な い も の 2,093 2,067 ― ― ― ― ― ―
残 存 期 間 別 合 計 30,620 31,310 ― ― 2,900 3,800 ― ―

（注）1．�「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除
くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。具体的には現金、その他資産、投資信託

等が含まれます。なお、残存期間別合計には未収利息及び債務保証残高を「期間の定めのないもの」に含めて表示しております。
4．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。なお、業種別合計には未収利息及び債務保証残高を「その他」に含めて表示しております。
5．当組合は国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
6．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等� （単位：百万円）

業　　　種　　　別

個　別　貸　倒　引　当　金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
製 造 業 59 1 － 1 40 － 18 － 1 2 13 －
農 業、 林 業 － 7 7 － － － － 0 7 6 － －
漁 業 － － － － － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － － － － － － － － －
建 設 業 － － － － － － － － － － － －
電気、ガス、熱供給、水道業 － － － － － － － － － － － －
情 報 通 信 業 － － － － － － － － － － － －
運 輸 業、 郵 便 業 6 4 － － － － 2 2 4 1 － －
卸 売 業、 小 売 業 12 8 4 3 － － 7 4 8 7 － －
金 融 業、 保 険 業 － － － － － － － － － － － －
不 動 産 業 － － － － － － － － － － － －
物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － － － －
学術研究、専門・技術サービス業 － － － － － － － － － － － －
宿 泊 業 － － － 4 － － － － － 4 － －
飲 食 業 16 17 0 2 － － － － 17 20 － －
生活関連サービス業、娯楽業 － － － － － － － － － － － －
教 育、 学 習 支 援 業 － － － － － － － － － － － －
医 療、 福 祉 － － － － － － － － － － － －
そ の 他 の サ ー ビ ス － 3 3 － － － － 3 3 － － －
そ の 他 の 産 業 － － － － － － － － － － － －
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 － － － － － － － － － － － －
個 人 11 9 0 － － － 2 6 9 2 － －
合 計 107 52 15 12 40 － 31 18 52 46 13 －

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。



21

経 営 内 容
●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� （単位：百万円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

令和2年度 令和3年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0% ― 4,007 ― 5,156 
10% 100 1,902 100 1,902 
20% 801 9,320 902 9,904 
35% ― 92 ― 83 
50% 1,903 9 2,104 11 
75% ― 4,230 ― 4,263 

100% 128 7,945 639 7,769 
150% ― ― ― ―
250% 100 78 100 100 

1250% ― ― ― ―
その他 ― ― ― ―

合　　　計 3,033 27,586 3,846 27,464 
（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。

2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．�コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりま

せん。

	 信用リスク削減手法に関する事項	
●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　　　証 クレジット・デリバティブ
令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー 81 75 ― ― ― ―

（注）1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
2．�上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条（株

式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

	 出資等エクスポージャーに関する事項	
●貸借対照表計上額及び時価等� （単位：百万円）

区　　　　　　　分
令和2年度 令和3年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 106 106 98 98
非 上 場 株 式 等 175 175 175 175
合 計 281 281 273 273 

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含
めて記載しています。

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
売 却 益 0 4 
売 却 損 0 0 
償 却 ― ―

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額� （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
評 価 損 益 △43 △137

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額� （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
評 価 損 益 ― ―

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。

	 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項　　

該当事項なし

	 証券化エクスポージャーに関する事項	

該当事項なし

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項� （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 200 200 
マンデート方式を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー ― ―
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー ― ―
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	 外国為替取扱高	

該当事項なし

	 外貨建資産残高	

該当事項なし

	 公共債引受領	

該当事項なし

	 公共債窓販実績	

該当事項なし

国 際 業 務 証 券 業 務

そ  の  他  業  務
	 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性	

　私は当組合の令和3年4月1日から令和4年3月31日までの第71期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（又は損失金処理計
算書）の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

令和4年6月21日
島根益田信用組合

理事長　竹本　義正

	 代理貸付残高の内訳	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
全国信用協同組合連合会 ― ―
株式会社商工組合中央金庫 ― ―
株式会社日本政策金融公庫 0 0

独立行政法人住宅金融支援機構 46 22

独立行政法人勤労者退職金共済機構 ― ―
独立行政法人福祉医療機構 6 5

そ の 他 ― ―
合 計 53 28

	 トピックス	

〇懸賞金付定期積金「運貯し」発売
〇金利優遇定期預金「ありがとう」発売
〇 創立70周年記念定期預金、定期積金、マイカーローン、教育ローン、フ
リーローン、事業性プロパー資金発売

〇しんくみの日週間（献血運動）

令和3年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

■独立行政法人
　福祉医療機構 19.3%

■独立行政法人
　住宅金融支援機構
　79.4%

■株式会社
　日本政策金融公庫
　1.3%
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そ  の  他  業  務

■主要な事業の内容�

A．預金業務
（イ）預　金・定期積金

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積

金、別段預金、納税準備預金、外貨預金等を取扱っておりま

す。

（ロ）譲渡性預金

譲渡可能な定期預金を取扱っております。

B．貸出業務
（イ）貸　付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

（ロ）手形の割引

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取扱って

おります。

C．商品有価証券売買業務
取扱っておりません。

D．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、そ

の他の証券に投資しております。

E．内国為替業務
送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。

F．外国為替業務
取扱っておりません。

G．社債受託及び登録業務
取扱っておりません。

H．デリバティブ取引等の受託等業務
取扱っておりません。

I．附帯業務
（イ）債務の保証業務

（ロ）有価証券の貸付業務

（ハ）国債等の引受け及び引受国債等の募集の取扱業務

（ニ）代理業務

（a）全国信用協同組合連合会、（株）日本政策金融公庫、（株）商

工組合中央金庫等の代理貸付業務

（b）独立行政法人勤労者退職金共済機構等の代理店業務

（c）日本銀行の歳入復代理店業務

（ホ）地方公共団体の公金取扱業務

（ヘ）株式払込金の受入代理業務及び株式配当金の支払代理業務

	 当組合の子会社	

該当事項なし

	 内国為替取扱実績	 （単位：百万円）

区　　　　　分
令和2年度末 令和3年度末
件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込
他の金融機関向け 15,670 10,195 16,382 9,413

他の金融機関から 24,534 13,023 24,794 12,561

代 金 取 立
他の金融機関向け 449 464 379 396

他の金融機関から 321 296 262 198

	 手数料一覧	 （令和4年6月30日現在）

種　　　　　　類 組　合　員 一　　般

振
　
　
　
込

当組合
本支店

自店宛
振替・現金５万円未満 0 円 0 円
現金５万円以上 0 円 440 円

他店宛
５万円未満 110 円 220 円
５万円以上 110 円 440 円

他　行
電信扱

５万円未満 490 円 490 円
５万円以上 550 円 660 円

文書扱
５万円未満 440 円 440 円
５万円以上 440 円 660 円

送
　
金

本支店 ― 円 ― 円

他　行
電信扱 ― 円 ― 円
普通扱（送金小切手） ― 円 ― 円

代
金
取
立

本支店
小切手 0 円 0 円
手形 220 円 220 円

他　行
同一交換所における手形 220 円 220 円

その他地域
至急扱 ― 円 ― 円
普通扱 660 円 660 円

そ
の
他

振込・送金・取立手形の組戻料
不渡手形返却料
取立手形店頭呈示料

660 円 660 円
660 円 660 円
― 円 ― 円

種　　　　　　類 料　　金
当座預金	 小切手帳	 １冊（50枚） 660 円
	 約束手形帳	 １冊（25枚） 440 円
	 マル専口座取扱手数料（割賦販売通知書１枚） ― 円
	 マル専手形	 （１枚につき） ― 円
自己宛小切手 550 円
通帳証書等再発行 1,100 円
カード再発行 1,100 円
証明書発行手数料	 残高証明書	 １通 550 円
	 	 融資証明書	 １通 5,500 円
	 	 その他証明書	 １通 550 円
夜 間 金 庫	 	 　　　（月　額） 2,200 円
CD・ATM手数料（払戻１回につき）当組合カード 県内信用組合 その他
平日18時まで（土曜14時まで） 0 円 ― 円 110 円
平日18時以降（土曜14時以降） ― 円 ― 円 ― 円
日曜日 ― 円 ― 円 ― 円

（上記の手数料には消費税を含んでいます）



24

地 域 貢 献

	 地域に貢献する信用組合の経営姿勢	

　当組合は、お客様との永い取引関係を維持するために、信用組合の原点に立ち返り、持ち味であるフットワークを活かし、地域内での営業基盤の
拡充に努め、協同組織金融機関として組合員皆様の社会的・経済的地位の向上に役立つことを目標として、より一層地域に密着し、地域の発展に努
めます。

	 預金を通じた地域貢献	

	 融資を通じた地域貢献	

　当組合は「奉仕・繁栄・啓発」を組訓に掲げ、地域の事業者（勤労者）一人ひとりへの相互扶助の精神で、地元の協同組織金融機関として業務を通じ
て地域との永いお付き合いを大切にしながら、共に助け合い、金融サービスと円滑な資金供給に努めております。

◆債務者区分別　債務者数・債権残高 （単位：先、百万円）

債務者の財務、経営状態に応じて、正常先から破綻先まで
の5段階に区分したものを債務者区分といいます。 先数 金額（構成比）

正 常 先 業況が良好で、財務内容にも特段の問題が
ない先 1,350 7,707（ 45.8%）

要 注 意 先 今後の管理に注意を要する先 324 8,528（ 50.7%）
う ち
要管理先

「貸出条件緩和債権」または「3ヶ月以上延滞
債権」を有している先 3 165（  1.0%）

破綻懸念先 経営難の状態にあり、今後、経営破綻に陥る
可能性がある先 26 225（  1.3%）

実質破綻先 実質的に経営破綻の状態に陥っている先 14 74（  0.4%）

破 綻 先 法的・形式的に経営破綻の事実が発生して
いる先 3 6（  0.1%）

地方公共団体（回収の危険性がないため、債務者区分を
行っていません。） 2 281（  1.7%）

合　　　　　　計 1,719 16,823（100.0%）

◆分類額別　債権残高 （単位：先、百万円）

債務者区分毎に、担保・保証等による回収の可能性を評価して、債
権をⅠ分類からⅣ分類までの４つのランクに分類したものを分類
額といいます。

金額（構成比）

Ⅰ分類 回収について問題のない債権 11,680（ 69.4%）
Ⅱ分類 回収について注意を要する債権 5,096（ 30.3%）
Ⅲ分類 回収について重大な懸念がある債権 15（  0.1%）
Ⅳ分類 回収不能と判定される債権 31（  0.2%）

合　　　　　　計 16,823（100.0%）

島根益田信用組合　　組訓　「奉仕・繁栄・啓発」　　役職員数42人　　　店舗数5店舗　　　組合員数7,846人
1．金融業務を通じて組合員をはじめ地域社会の健全な発展に奉仕します。
2．地域住民の豊かな生活、中小企業者の安定的成長の中で、共に繁栄を目指します。
3．健全経営を基盤に時代の変化に即応したうえで、地域社会の皆様から信頼されるよう常に啓発に努めます。

［　ますしん　と　地域社会　］

出資金　229百万円
（人格別　残高構成）

個人
166

法人
62

預金積金　26,558百万円
（人格別　残高構成）

お客様／組合員

預
金
積
金

出
資
金

個人
18,421

法人
7,002

公金 1,135

有価証券　4,000百万円
（人格別　残高構成）

貸出金　16,803百万円
（人格別　残高構成）

国債193 地方債
95

社債
2,471

株式
100

その他
1,138

融　

資

運　

用

お客様
組合員 有価証券

個人
6,152

法人
10,370

公金
281

《債務者区分別　残高構成》

正常先
7,707

地方公共団体
281

要注意先
8,528

破綻懸念先
225

破綻先
6

実質破綻先
74

《分類額別　残高構成》

Ⅰ分類
11,680

Ⅲ分類
15

Ⅳ分類
31

Ⅱ分類
5,096
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地 域 貢 献
◆島根県中小企業制度融資の取扱状況 （単位：百万円）

資　　金　　名　　等 令和３年度実績 令和４年３月末残高
件数 実行額 件数 残高

一般資金 4 55 13 154

小規模企業特別資金  ―  ― 6 12

小規模企業育成資金  ―  ―  ―  ― 

創業者支援資金 7 58 19 77

経営改善長期借換資金  ―  ― 16 240

◆個人向けローン商品の概要と実績 （単位：百万円）

種　　　類 特　色　等 ご利用
期間 ご融資金額 4年3月末

残高

住
宅

ますしん住宅ローン マイホームの新築、増
改築、土地・住宅購入等

35年以内 3,000万円以内 2,440
住宅ローン（全国保証） 6,000万円以内 201
住まいる応援団 10年以内 500万円以内 31
しんくみリフォームローン マイホーム増改築 0
リフォーム応援団 マイホーム増改築等 15年以内 1,000万円以内 9

車新型マイカーローン マイカー購入、
車検、修理等

10年以内 500万円以内 248
しんくみカーライフローン 10年以内 1,000万円以内 19

教
育
進 学 応 援 団 教育資金 10年以内 500万円以内 1
ますしん教育　Ｅカード 教育資金 卒業後10年以内 500万円以内 90

カ
ー
ド

ぽけっとカードローン 資金使途自由 3年更新
70万円以内 44

生 活 応 援 団 100万円以内 27
お と も だ ち 組合員限定カードローン 50万円以内 92

そ
の
他

フリーローントライ
資金使途自由

10年以内 1,000万円以内 12
サポートローン　ワイド 15年以内 500万円以内 191
ますしんチョイス 7年以内 300万円以内 40

	 文化的・社会的貢献に関する活動	

◎寄付活動
全国心臓病の子どもを守る会島根県支部にクレジットカード「しんくみピータパンカー
ド」の寄付金127,659円を贈呈しました。

このカードは利用代金の0.5%が信用組合業界の選定したチャリティ関連諸団体等に
寄付されます。

◎社会活動
令和3年9月2日に「しんくみの日」週間の活動として献血活動を実施しました。
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

	 経営改善支援等の取組み実績	 （単位：先数、％）

期初債務者数　（A）
経営改善

支援取組み率

（α/A）

ランクアップ
率

（β/α）

再生計画
策定率

（δ/α）

うち経営改善支援取組み先　（α）
αのうち期末に債務
者区分がランクアッ
プした先数　（β）

αのうち期末に債務
者区分が変化しな
かった先　（γ）

αのうち再生計画を
策定した先数　（δ）

253 17 0 15 15 6.7 0.0 88.2
（注）1．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。

2．期初債務者数は令和3年4月当初の債務者数です。
3．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
4．「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先です。なお、経営改善支援取

組み先で期中に完済した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。
5．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
6．「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、RCCの支援決定先、当組合独自の再生計画策定先の合

計先数です。
7．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

	 中小企業の経営支援に関する取組み方針	

　経営支援が必要とされる先に対しては、その都度、内容把握のうえ改善計画を立案し、与信先の活性化に努める。
（1） 営業店は、一般融資取引先及び条件変更対応先に対して、継続的な企業訪問を通じて企業の技術力・販売力や経営者の資質といった経営実態の

把握に努めるとともに、適時・適切に経営相談・経営指導を行う。
（2）経営改善計画が策定されている先には、進捗状況をモニタリングして管理する。
（3） 経営改善計画策定が必要であるにもかかわらず、条件変更対応時に計画書が未作成の条件変更対応先は顧客と営業店が連携して計画書を策定

する。なお、必要に応じて審査部もサポートを行う。
（4）審査部が重要と判定した先は、営業店より定期的に業況報告を求め検証を行う。その内容に不十分な点があれば営業店に指導を行う。
（5）きめ細やかなコンサルティング活動を通じて積極的な企業・事業再生に取組む。

	 中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況	

　中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく経営革新等支援業務を行う者として、審査部に統括責任者及び経営革新等支援業務を行
う者を配置し、各支店との密接な連携を図っています。

理事長

統括責任者
（専務理事）

担当補佐
（常勤理事）

担当主任
（審査部）

円滑化担当者会議

営業店（円滑化担当者）
モニタリング活動
改善計画策定支援など

外
部
専
門
家
・
外
部
機
関
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

	 中小企業の経営支援に関する取り組み状況	

　少人数体制である当組合では専担者や専門部署の配置はできませんが、少人数体制であるからこそ担当部署である審査部と営業店が密接に連携
し、情報を共有しながら税理士、司法書士、経営指導員等の外部専門家や商工会議所、商工会、信用保証協会等の外部機関と連携を図り、創業支援・実
行支援、事業計画の策定支援・実行支援、経営改善計画の策定支援・実行支援、経営状況の分析、金融・財務相談などに取組んでいます。

●経営改善・事業再生・業種転換等の支援
　条件変更等対応先のなかからモニタリング先（経営状況のヒアリング、分析、金融・財務相談など）や経営改善計画策定支援先（経営改善計画の策
定・実行支援など）を指定し、日々の訪問活動を通じたコンサルティング活動や経営指導に取組んでいます。
　　令和3年度 モニタリング先　15先

	 「経営者保証に関するガイドライン」への対応	

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯
に対応する態勢を整備しております。
　経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務内容等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内
容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。
　また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなど具体的に説明し、経営改善支援に取組んでいます。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

令和2年度 令和3年度

新規に無保証で融資した件数 262件 161件

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 43.1% 50.9%

保証契約を解除した件数 8件 5件

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る）

0件 0件
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	 店舗一覧表（事務所の名称・所在地）� （自動機器設置状況）（令和4年6月現在） 地区一覧

益田市　浜田市　鹿足郡店　　名 住　　　　　所 電　　話 CD・ATM	
本 店 営 業 部 〒698-0024　島根県益田市駅前町14番23号 0856-22-3033 2台
浜 田 支 店 〒697-0027　島根県浜田市殿町83番216 0855-22-5354 1台
西 益 田 支 店 〒699-5132　島根県益田市横田町233番12 0856-25-2011 1台
高 津 支 店 〒698-0041　島根県益田市高津6丁目15番30号 0856-23-1888 1台
あけぼの支店 〒698-0025　島根県益田市あけぼの西町18番7 0856-23-1500 1台

〒698-0024　島根県益田市駅前町14番23号
TEL：0856-22-3030　FAX：0856-23-6250

E-mail masushin@beach.ocn.ne.jp
https://shimanemasushin.com

索 引 �
各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第6条で準用する銀行法第21条」「金融再生法」に基づく開示項目、＊＊印は「監督指針の
要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。

■ ご あ い さ つ ･･････････････2
【概況・組織】 

1. 事 業 方 針･･････････････2
2. 事 業 の 組 織 ＊･･････････････3
3. 役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）＊･･････････････3
4. 店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊･････････････28

5. 自 動 機 器 設 置 状 況･････････････28

6. 地 区 一 覧･････････････28

7. 組 合 員 数･･････････････2
8. 子 会 社 の 状 況･････････････23

【主要事業内容】 
9. 主 要 な 事 業 の 内 容 ＊･････････････23

10. 信 用 組 合 の 代 理 業 者 ＊･･･････取扱いなし
【業務に関する事項】 

11. 事 業 の 概 況 ＊･･････････････2
12. 経 常 収 益 ＊･･････････････8
13. 業 務 純 益 等･･････････････8
14. 経 常 利 益（ 損 失 ）＊･･････････････8
15. 当 期 純 利 益（ 損 失 ）＊･･････････････8
16. 出資総額、出資総口数＊･･････････････8
17. 純 資 産 額 ＊･･････････････8
18. 総 資 産 額 ＊･･････････････8
19. 預 金 積 金 残 高 ＊･･････････････8
20. 貸 出 金 残 高 ＊･･････････････8
21. 有 価 証 券 残 高 ＊･･････････････8
22. 単 体 自 己 資 本 比 率 ＊･･････････････8
23. 出 資 配 当 金 ＊･･････････････8
24. 職 員 数 ＊･･････････････8
【主要業務に関する指標】 

25. 業務粗利益及び業務粗利益率＊･･････････････8
26. 資金運用収支、役務取引等収支及びその他の業務収支＊･･････8
27. 資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊･･････11

28. 受取利息、支払利息の増減＊･･････････････8
29. 役 務 取 引 の 状 況･･････････････8

30. そ の 他 業 務 収 益 の 内 訳･････････････11

31. 経 費 の 内 訳･･････････････8
32. 総 資 産 経 常 利 益 率 ＊･････････････11

33. 総 資 産 当 期 純 利 益 率 ＊･････････････11

【預金に関する指標】 
34. 預 金 種 目 別 平 均 残 高 ＊･････････････12

35. 預 金 者 別 預 金 残 高･････････････12

36. 財 形 貯 蓄 残 高･････････････12

37. 職 員1人 当 り 預 金 残 高･････････････11

38. 1店 舗 当 り 預 金 残 高･････････････11

39. 定 期 預 金 種 類 別 残 高 ＊･････････････12

【貸出金等に関する指標】 
40. 貸出金種類別平均残高＊･････････････12

41. 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊･････････････12

42. 貸出金金利区分別残高＊･････････････13

43. 貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊･････････････13

44. 貸出金業種別残高・構成比＊･････････････13

45. 預貸率（期末・期中平均）＊･････････････11

46. 消費者ローン・住宅ローン残高･････････････13

47. 代 理 貸 付 残 高 の 内 訳･････････････21

48. 職員1人当り貸出金残高･････････････11

49. 1店 舗 当 り 貸 出 金 残 高･････････････11

【有価証券に関する指標】 
50. 商品有価証券の種類別平均残高＊･･･････取扱いなし
51. 有価証券の種類別平均残高＊･････････････12

52. 有価証券種類別残存期間別残高＊･････････････13

53. 預証率（期末・期中平均）＊･････････････11

【経営管理体制に関する事項】 
54. 法 令 遵 守 の 体 制 ＊･････････････15

55. リ ス ク 管 理 体 制 ＊･･････････17.18

資料編･･････････････････････････19.20.21

56. 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊･････････････16

【財産の状況】 
57. 貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書＊･･4.5.6.7.8

58. 協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況＊･････14

（1）　破 綻 先 債 権  

（2）　延 滞 債 権  

（3）　3か月以上延滞債権  

（4）　貸 出 条 件 緩 和 債 権  

（5）　正 常 債 権  

59. 自己資本充実の状況（自己資本比率明細）＊･･････････････9
60. 有価証券、金銭の信託等の評価＊･････････････10

61. 外 貨 建 資 産 残 高･････････････22

62. オフバランス取引の状況･････････････11

63. 先 物 取 引 の 時 価 情 報･････････････11

64. オプション取引の時価情報･･･････取扱いなし
65. 貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊･････････････13

66. 貸 出 金 償 却 の 額 ＊･････････････13

67. 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について･･･････22

【その他の業務】
68. 内 国 為 替 取 扱 実 績･････････････23

69. 外 国 為 替 取 扱 実 績･････････････22

70. 公 共 債 窓 販 実 績･････････････22

71. 公 共 債 引 受 額･････････････22

72. 手 数 料 一 覧･････････････23

【その他】
73. ト ピ ッ ク ス･････････････22

74. 沿 革 ・ 歩 み･･････････････2
75. 継続企業の前提の疑義＊･･･････該当なし
76. 総 代 会 に つ い て ＊ ＊･･････････････3
77. 報 酬 体 系 に つ い て ＊ ＊･････････････15

【地域貢献に関する事項】
78. 地 域 貢 献 ＊ ＊･･････････24.25

79. 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況＊･･26.27

80.「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊･･･27


